


 

 
一般会計に係る「地方消費者行政推進事業実施要領」等の取扱いについて 

 
一般会計に係る、地方消費者行政推進交付金及び地方消費者行政活性化交付金に

より造成した部分を活用して行われる事業の実施については、実施要領及び運営要

領を、以下のとおり取り扱うものとする。 
 

１．震災前の機能を回復するために実施する事業への活用（実施要領別添１関連、 
運営要領別添１関連） 

実施要領別添１において、「推進事業については、消費者行政の強化のため 

に必要な事業であって、既に実施している事業に係る予算を肩代わりするもの 

ではない。なお、「消費者行政の強化」については、特段の定めがない限り、 

消費者行政推進のための地方消費者行政活性化基金条例制定時における機能 

を基点として、そこから強化を図る部分を指すものとする。」と規定し、また、 

運営要領別添１において、「活性化事業については、消費者行政の強化のため 
に必要な事業であって、既に実施している事業に係る予算を肩代わりするもの 
ではない。なお、「消費者行政の強化」については、特段の定めがない限り消 
費者行政活性化のための基金条例制定時における機能を基点として、そこから 
強化を図る部分を指すものとする。」と規定しているところであるが、平成 23

年東日本大震災（以下「震災」という。）により消費者行政に係る機能に支障が

あった場合においては、震災前の当該機能を回復するために実施する新規の事

業についても活用できるものとする。 
 

２．活性化事業の実施期限について（運営要領第２（８）①関連） 
運営要領第２（８）①中、「社会経済情勢等の変化を踏まえ、必要があると

認められる場合」とは、社会経済情勢等の変化から、基金による財政措置から

他の財政措置に移行する場合等をいう。 
 
３．平成 25 年度一般会計予算により国から交付された地方消費者行政活性化交付 

金により造成した部分（以下「基金 25 年度交付相当分」という。）を活用して

行う事業について（運営要領第４（１）①及び（２）①関連） 
基金 25 年度交付相当分は、平成 25 年５月 15 日付け消地協７０号通知の別

紙「平成 25 年度地方消費者行政活性化交付金（一般会計）交付要綱」（平成

26 年２月６日最終改正。以下「交付要綱」という。）第２の目的に沿った事業

に使用しなければならない。 

別紙 



 

また、交付要綱改正前に交付要綱附属編の基準に合致した事業（以下「先駆

的事業」という。）に交付決定された基金 25 年度交付相当分については、交付決 
定された事業について活用することができるものとする。 
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